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・ 地方創生推進交付金は地方版総合戦略に位置付
けられた、地方公共団体の自主的・主体的取組で、
先導的な事業を支援。

・ 地域におけるSociety5.0の実現を推進し、未来技
術の普及・実用化を目指す。

事例の採択・フォローアップや好事例の情報発信により、地域におけるデジタル化の
実装を強力に推進し、デジタル田園都市国家構想の実現に貢献する。

・ 地域におけるSociety5.0の実現を推進するため、全国的なモデ
ルとなる取組を支援する交付金として、地方創生推進交付金に
令和２年度から「Society5.0タイプ」を創設。

・ 各省庁等で実証され、今後未来技術を活用した新たな社会シ
ステムづくりの全国モデルとなりうる事業の普及・実用化を目指す。

交付上限額(国費) ：１事業あたり年度３.０億円
（都道府県・市町村とも同じ）

事業期間 ：最長５か年度

＜交付要件等＞ ＜採択事業例＞

国・専門家等
の協働PDCA

サイクル

一部実証済かつ、
5か年度以内に

本格実装

Society5.0技
術を活用し地域
課題を解決、地
方創生に寄与

新たな社会
システムづくり
にチャレンジ

＜令和３年度採択事業 19件＞

山間地域におけるスマートモビリティによる生活交通・物流融合事業

日常の生活用品の配送による高齢者や買い
物弱者への支援、災害時における交通インフ
ラ寸断の際の物資輸送のルートを確保をド
ローンにより整備。

＜中長期的取組＞

2022年度 2023年度～2024年度 2025年度以降

対象事業の採択

採択事業のフォローアップ・情報発信

事業要件として以下の４項目全てを満たすことが必要。

対象事業の採択

（埼玉県秩父市）

地域
における

デジタル化
の更なる

推進

施策
分類 ①予算 ４つの視点に

基づく分類
➂地方の課題を解決するための

デジタル実装 予算額 令和４年度当初一般会計
100,000百万円の内数

未来技術を活用した新たな社会システムづくりの全国的なモデルとなる事業の実装を支援する交付金によって、地方からのデジタルの実装を強力に支援。
デジタルの実装に取り組む地方公共団体：1000団体（2024年度末）を目指す。

施策
効果の
詳細

2024年度末

デジタルの
実装に取り組む
地方公共団体

1000団体

デジタル田園都市国家構想推進関連施策資料
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